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住民対話集会 

地域の意見を反映させるための 
取り組み 

流域委員会等の設置状況 

淀川水系の住民説明会（H16.2末現在） 

住民説明会 
（H14.2.16～） 

自治体説明会 
（H14.12.22～） 

関係団体説明会 
（H14.12.22～） 

回数（回） 

参加人数（人） 

回数（回） 

回数（回） 

41

2,721

197

48

円山川流域委員会 
（平成15年3月8日発足） 

由良川水系流域委員会 
（平成15年8月28日整備計画策定済） 

由良川水系流域懇談会 
（平成16年3月23日発足） 

揖保川流域委員会 
（平成14年3月4日発足） 

加古川を考える懇談会 
（平成9年11月5日発足） 

九頭竜川流域委員会 
（平成14年5月9日発足） 

淀川水系流域委員会 
（平成13年2月1日発足） 

北川流域委員会 
（整備中） 

大和川流域委員会 
（平成16年5月29日発足） 

紀の川流域委員会 
（平成13年6月7日発足） 

熊野川懇談会設立準備会 
（平成15年12月20日発足） 

みなとまちづくり 

マリンレディースフォーラム フィールドワーク 

港湾懇談会 
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大規模災害に対する備え［東南海・南海地震等への取り組み］ 

Outline of KINKI Project 2004

配置ゾ－ン図 
（京阪神都市圏広域防災拠点整備 
基本構想＜平成１５年６月＞より） 
 

ト ピ ッ ク ス  

□広域防災拠点の検討 
　平成15年6月に策定された「京阪神都市圏広域防災拠点整備基本構想」
をもとに、基幹的広域防災拠点の整備について、配置ゾーン周辺の土地利
用・整備事業の動向を見据え、既存の施設等を視野に入れつつ、実現に向
けた検討を行います。 
　基幹的広域防災拠点は、広域かつ甚大な被害が発生した場合は、府県
境を超えた対応が必要不可欠であり、広域防災時のヘッドクォーター、広
域支援部隊・災害ボランティア等のコア
部隊ベースキャンプ、災害時医療の支
援基地および緊急輸送物資の中継基地
として機能し、平常時は市民の憩いの
場として親しみながら防災意識の向上
を図り、防災機関の研修、訓練等に利用
できる重要な拠点となります。 

□近畿情報ネット構想の推進　 
  東南海・南海地震等の大規模地震災害に備えた防災危機管理情報
の共有化、日常の河川・道路・港湾等の情報サービスの高度化に資す
るため、近畿地方整備局の光ファイバー網を活用し、国・自治体・公団
等による情報共有ネットワークの整備推進を図るとともに、この情報
ネットワークを活用した情報共有のあり方、整備方策等を「近畿情報
ネット構想」として策定し、その実現を目指すものです。 
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河川の特徴と地域の声を活かした河川整備計画の策定 
学識経験者・住民・関係自治体等の意見反映 

地域振興に役立つみなとづくり 

　近畿地方整備局では、河川空間

の整備と保全を求める地域の声に、

より的確に応え、流域の特性や地域

の風土・文化等の実情に応じた河川

整備を推進し、川との共存共栄を図

るためには、流域との連携が不可欠

であると考えています。そのため、河

川整備計画を策定するにあたり、全

ての直轄河川において学識経験者

で構成される流域委員会等を設置

（予定含む）し、審議の内容や審議に

至る一連の経過を広く地域に提供し

て、住民や関係自治体の幅広い意見

を反映させるための新しい取り組み

を積極的に導入しています。 

みんなと2づくり（みんなとみなとづくり） 

　物流、産業、生活、あらゆる機能が

あるみなと空間も、地方行政、地域住

民の意見を十分取り入れた、また住民

との協働による地域づくりが求められ

ています。そのために、みなとが地域

にどのように関わっているかを理解し

ていただくことも重要です。このような

視点からの取り組みを進めます。 

みなとまちづくりの推進 
　みなとは背後のまちと一体となって

発展してきた経緯があります。これか

らも、みなとが地域の振興にどのように

役に立っていけるのか、地域の市民レ

ベルでの活動を支援する取り組みを

行っていきます。 

港湾懇談会 
　港湾所在の地方行政を預かる立

場の方 と々、地域ごとに臨海部が果た

すべき役割について、直接懇談の場

を設けて、意見交換を図っています。 

　このほかにも、フォーラム等の開催に

よるみなとづくりの意見交換の促進、

総合学習支援を通じたみなとの役割

紹介といった取り組みを進めます。 

コミュニケーション型国土行政 ① 


